
独立行政法人福祉医療機構の「医療

貸付事業」。同事業の中の診療所（無

床）の新築融資の可否及び増改築の利

率は市町村単位の診療所の「過不足

数」の判定によって決まる。その基準

となる平成29年度の「診療所数調」が

機構によってまとめら

れ、本年７月１日から

来年６月30日まで適用と

なっている。

長野県分について右

の表1に一覧掲載した。

診療所数の補正前数は

本年３月31日現在で、

人口は毎月人口異動調

査に基づく本年４月１

日推計人口が使われて

いる。

表1で「基準数」となっているＡ及び

Ｃは各市町村人口に一般診療所が

1/1200、歯科診療所が1/2400をそれぞれ

乗じて得た数(１未満の端数切り上

げ)。「補正後」のＢ及びＤは補正前数

から児童・社会福祉施設内の診療所、

休日や夜間のみの診療所、コンタクト

レンズ販売店内の検眼専門の診療所な

どを引いた数。Ｂ－Ａ及びＤ－Ｃで

「過－不足数」が出される。

表1
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診療所の不足地域

表1で「過－不足数」がマイナスのと

ころ(グレー)が診療所不足地域とさ

れ、表2にある診療所の新築融資が可能

で、既存施設の増改築融資の場合も利

率の低い甲種の対象となる。

診療所の充足地域

一方、表1で「過－不足数」

が０または正数の地域は診療

所充足地域として、新築融資

の対象から外れ、融資が可能

な既存施設の増改築でも甲種

より利率の高い乙種となる。

ただし、医科では「診療科に

よる例外」として左の別枠で

記載したように、小児科、外

科、整形外科、産婦人科(産

科、婦人科)、眼科、耳鼻いんこう科又

は皮膚ひ尿器科を主たる診療科とした

場合、所定の計算式で該当科が少なけ

れば、新築融資の対象となる。歯科で

はこうした例外はない。

新築及び増改築

(甲種）で融資可の地域

新築及び増改築甲種の融資が可能な

不足地域を医科、歯科別に見ていく。

一般診療所については、77市町村の

うち66市町村(85.7％)が診療所不足地域。その内

訳は、市部では松本を除く18市が不足地域

(94.7％)で変化はなし。郡部では58町村のうち48

町村(82.8％)が不足地域で、野沢温泉村が不足

地域に転じた。

歯科診療所については、77市町村のうち44市

町村(57.1％)が診療所不足地域。市部の不足地

域５市(31.6％)に変化はなかったが、郡部は58町

村のうちの不足地域39町村(67.2％)で、阿南町が

不足から過に転じた。

全体で見ると補正後の一般診療所数は前回よ

り８増加し、補正後の歯科診療所数は前回より

５増加した。

現在の融資利率

無床診療所の現在の融資利率は表2

の通り。なお、病院及び有床診療所の

方は医療法に関係した別途の基準があ

り、利率も別。他に新築に伴い必要な

場合の「機械購入資金」「長期運転資

金」などもある。

医療貸付の29年度パンフレット

○診療所充足地域での診療科による例外

開設地の属する地域の実情により、その新設が

特に必要と認められる無床診療所の新設事業の対

象とする事業は、次の各号のいずれかに該当する

無床診療所の新設事業とする。

（1）小児科、外科、整形外科、産婦人科（産科、
婦人科）、眼科、耳鼻いんこう科又は皮膚ひ尿器

科のいずれかを主たる診療科目とする無床診療所

の新設事業であって、開設地の属する市区町村

（政令市にあっては保健所所管区域。以下同

じ。）内においてその診療科目と同一の診療科目

を標ぼうする診療所数が次の基準に満たない場

合

(基準）

開設地の属する市区町村の基準診療所数に診療

科目に応じて、次の数値を乗じて得た数（算出し

た数値に１未満の端数がある場合には、その端数

を四捨五入する。）

小児科 100分の45
外科 100分の25
整形外科 100分の5
産婦人科 100分の17
眼科 100分の8
耳鼻いんこう科 100分の8
皮膚ひ尿器科 100分の12

－独立行政法人福祉医療機構貸付準則 別表1
より－

各金融機関が機構の受託機関になっ

ているが、知らない担当者もいるの

で、機構の医療貸付制度を新規開業希

望者等に紹介、また活用をすすめてき

ている県保険医協同組合(電話026-223

-0345)へ。

融資斡旋についてのご注意

最近、福祉医療機構の福祉貸付及び

医療貸付の融資を斡旋するなどと称し

て、「福祉医療機構は解散予定であ

り、余剰金を抱えているため、今なら

すぐにまとまった金額の融資を受ける

ことができ、利息のみを返済すれば、

解散後返済が免除される」。などの内

容を吹聴し、融資額の５％～20％の手

数料を要求している業者があるようで

す。

福祉医療機構にも問い合わせの電話

があるようだが、この話の内容は事実

無根なので、そのような業者から勧誘

があった場合には、ご注意ください。

表2．無償診療所の設置・整備資金（機会購入資金を除く）の利率 ―平成29年8月9日改定―


